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 計画の概要 
 

１-１ 策定の背景と目的 
 

国においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、大規模自然災害等が発生しても、国民の生命、

身体及び財産を保護し、国民生活及び国民経済を守り、強くしなやかな国民生活の実現を図る

国土強靱化の取組を推進するため、平成25（2013）年12月に「強くしなやかな国民生活の実現

を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」を公布・施

行しました。 

また、平成26（2014）年６月には、基本法に基づき、国土の強靱化に関係する国の計画等の

指針となる「国土強靱化基本計画」（以下「国基本計画」という。）を策定するとともに、平成

30（2018）年12月には、平成30年７月豪雨や台風第21号等により住民の生活や経済活動に大き

な影響を与えたことを踏まえ、国基本計画の見直しを行ったところです。 

栃木県においては、平成28（2016）年２月に国基本計画との調和を図りながら「栃木県国土

強靱化地域計画」（以下「県地域計画」という。）を策定し、更にその後の国基本計画の見直し

に伴い令和３（2021）年２月に改定を行うなど、国土の全域にわたる強靱な国づくりに向けた

取組を進めているところです。 

本市においても、平成27年９月関東・東北豪雨、令和元年東日本台風により大きな被害が発

生するなど、災害時において市民の生命及び生活を守るとともに、被害の低減を図り、最悪の

リスクを回避する災害に強いまちづくりの推進が必要になっていることから、大規模自然災害

が起こっても機能不全に陥らない、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安全・安心な地域づ

くりを推進するため、平成30（2018）年３月に「小山市国土強靱化地域計画」（以下「本計画」

という。）を策定いたしました。 

本計画は、令和２（2020）年度にその計画期間を終えることから、第８次小山市総合計画の

策定に合わせ、国や県の動向を踏まえつつ、総合計画と一体的に計画の見直しを行うものです。 
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１-２ 計画の位置づけ 
 

本計画は、基本法第13条に基づき策定する「地域計画」であり、本市における国土強靱化に

関する施策を総合的かつ計画的にするための指針となる計画です。 

このため、県地域計画が、本市を包含する県土全域に係る計画であることを踏まえ、同計画

との調和を保つとともに、市政の基本方針である「小山市総合計画」と一体的に策定し、災害

対策基本法に基づき策定した「小山市地域防災計画」等とも整合・連携を図りながら、国土強

靱化に関して、本市における様々な分野の計画等の指針となるものです。 

 

■ 国土強靱化地域計画と関連計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本法第13条（国土強靱化地域計画）】 

○ 都道府県又は市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、当該都道府県又は

市町村の区域における国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的な計画（以下「国土強靱化地域計画」

という）を、国土強靱化地域計画以外の国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべ

きものとして定めることができる。 

【基本法第14条（国土強靱化地域計画と国土強靱化基本計画との関係）】 

○ 国土強靱化地域計画は、国土強靱化基本計画との調和が保たれたものでなければならない。

県・市町による施策の実施 国による施策の実施 

国の他の計画 県・市町の他の計画 

国土強靱化基本計画 
［平成26（2014）年６月３日閣議決定］ 

・策定主体：国（法定） 

・基本目標、現状の脆弱性評価に基づく施策

分野ごとの推進方針など 

・毎年度アクションプラン策定、進捗管理 

 

国土強靱化地域計画 
［栃木県：平成28（2016）年２月策定］ 

・策定主体：県、市町（いずれも任意） 

・国との適切な役割分担を踏まえ、地域の状

況に応じた施策を実施 

 

指 針 指 針 

国土強靱化基本計画及び国土強靱化地域計画の関係 

   小山市総合計画 
小山市 

国土強靱化地域計画 

国：国土強靱化基本計画 

栃木県：国土強靱化地域計画 

小山市地域防災計画 などの分野別計画 
［強靱化地域計画は各分野別計画の強靱化に関する部分の指針］ 

調和 
 

調
和 

調和 
 

指針 
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 計画の概要 

 

１-３ 計画期間 
 

本計画は、令和３（2021）年度を初年度とする令和７（2025）年度までの５年間を計画期間

とします。 

ただし、計画期間中においても、社会情勢の変化や施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じ

て見直しを行うものとします。 

 

参考：国土強靭化とは 
 

 

● 大規模自然災害等に備えるため、「事前防災・減災」と「迅速な復旧・復興」に資する

施策を、まちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組として計画的に実施し、強靱な

国づくり・地域づくりを推進すること。 

 

 

いかなる災害等が発生しようとも、 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の

構築に向けた「国土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進する。 

 

 

① 被害の縮小 

・どのような災害等が起こっても、被害の大きさそれ自体を、小さくできる 

② 施策事業のスムーズな進捗 

・国土強靱化に係る各種施策事業がより効果的かつスムーズに進捗することが期待できる 

・関係府省庁所管の交付金・補助金の優先配分 

③ 地域の持続的な成長を促す 

・強靱化の取組により地域が災害に強くなることは、住民や民間事業者にとっても有益と 

なる

基本理念 

３つのメリット 
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● 「防災」は、基本的には、地震や洪水などの「リスク」を特定し、「そのリスクに対する

対応」をとりまとめるもので、小山市地域防災計画［令和元（2019）年12月策定］では

「水害・台風、竜巻等風害・雪害対策編」「震災対策編」「火災・事故災害対策編」「原子

力災害対策編」のリスクごとに計画が立てられている。 

● 一方、国土強靱化は、リスクごとの対処対応をまとめるものではなく、①あらゆるリス

クを見据えつつ、②どんな事が起ころうとも最悪な事態に陥る事が避けられるような「強

靱」な行政機能や地域社会、地域経済を事前につくりあげていくもの。 

● そのため、強靱化の計画は、あらゆるリスクを想定しながら「リスクシナリオ（起きて

はならない最悪の事態）」を明らかにし、最悪の事態をもたらさないリスクを減らすため

に事前に取り組むべき施策を考えるというアプローチから、強靱な仕組みづくり、国づ

くり、地域づくりを平時から持続的に展開する強靱化の取組の方向性・内容をとりまと

めたもの。 

 

■ 国土強靱化地域計画と地域防災計画との関係イメージ 

 国土強靱化地域計画 地域防災計画 

検討アプローチ 
自然災害全般を想定し 

地域社会の強靱化 

災害の種類ごとの発生時の対応力

の強化 

対象フェーズ 災害発生前 災害発生時・発生後も含む 

施策の設定方法 
人命保護や被害最小化などを図る

ため、最悪の事態を回避する施策 
予防・応急・復旧などの具体的対策 

施策の重点化・指標 ○ － 

 

■ 国土強靱化地域計画と地域防災計画との関係イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域防災計画との違い 

小
山
市
総
合
計
画 

応 急 

復 旧 

復 興 

国土強靱化地域計画 

災害予防 

迅速な 

復旧・復興 

体制整備 
応急体制 

整備 

都市空間・社会

経済システム

の強靱化 

発生後 発生前 

地域防災計画 
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 地域計画策定の基本的考え方 

 

２-１ 基本理念 
 

栃木県は、比較的大規模自然災害が少ない地域とされてきましたが、本市においても平成23

（2011）年３月の東日本大震災や、平成27（2015）年９月の関東・東北豪雨、令和元（2019）

年10月の東日本台風（台風第19号）等により大きな被害が発生しています。 

こうした災害から得られた教訓を踏まえ、今後より一層の防災及び減災、その他迅速な復旧・

復興に資する施策を総合的かつ計画的に実施していくことが重要です。 

このため、小山市独自の基本理念として、 

 

 
 

を設定し、市民一人ひとりや地域、民間事業者等が災害への対応力の充実と意識の向上を図る

とともに、行政・関連団体等の連携強化による対応体制の構築を目指します。 

 

２-２ 基本目標 
 

国基本計画、県地域計画を踏まえ、いかなる災害等が発生しようとも、以下の４つの目標の

実現を目指し、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安全・安心な地域づくりを推進します。 

 

１ 市民の生命の保護が最大限図られること 

２ 市及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

３ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

４ 迅速な復旧・復興 

 

２-３ 事前に備えるべき目標 
 

国基本計画、県地域計画を踏まえ、本市の強靱化を推進するために必要な事項として、以下

の８つの事前に備えるべき目標を設定します。 

 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われること 

３ 必要不可欠な行政機能は確保すること 

４ 必要不可欠な情報通信機能は確保すること 

５ 経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせないこと 

６ 生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、 

交通ネットワーク＊等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること 

７ 制御不能な二次災害を発生させないこと 

８ 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること 

「市民と行政が連携し、市民一人ひとりが 

災害への対応力を高めるまちおやま」 
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２-４ 基本方針 

 
本市は、東京からは北に約60kmに位置し、鉄道と道路が東西・南北に結節する交通の要衝と

しての地理的特性とネットワーク＊を有しており、災害時の相互応援体制など県や周辺市町等と

の連携強化により、広域的な防災・救援機能の充実を図ることで、国及び県全体の強靱化に貢

献すると考えられます。 

このため、これらの視点を十分に踏まえるとともに、本市を包含する県土全域における強靱

化推進の視点を有する県地域計画の基本方針との調和に留意し、以下の方針に沿って強靱化を

推進します。 

 

（１）基本姿勢 

○ 人口減少や高齢化の更なる進展、各種社会資本の老朽化など、社会経済情勢を踏まえた施

策を進めます。 

○ 女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人等に十分配慮して対策を講じます。 

 

（２）適切な施策の組み合わせ 

自助＊・共助＊・公助＊の組み合わせ 

○ 人とのつながりやコミュニティ＊機能を向上するとともに、自助＊、互助・共助＊及び公助

＊を基本に、国、地方公共団体、住民、民間事業者や関係機関等と適切な連携・役割分担

の下、施策に取り組みます。 

 

■ 自助＊・共助＊・公助＊の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 
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 地域計画策定の基本的考え方 

 

 

 

ソフト対策とハード対策の組み合わせ 

○ 国土強靭化は、その基本目標から、施設の整備・耐震化、代替施設の確保等の「ハード対

策」のみでは不十分であり、訓練・防災教育、国土利用の見直し等の「ソフト対策」を、

災害リスクや地域の状況等に応じて適切に組み合わせて効果的に施策を推進します。 

 

■ 水害・地震対策の例 

 

 

 

 

 

 

 

平時における利活用 

○ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、自然との共生、環境との調和及び景

観の維持への配慮等平常時における市民生活の安全・安心や生活の豊かさの向上等にも資

する対策となるよう留意します。 

 

■ 平時における利活用イメージ（延焼防止に資する緑地の確保の場合） 

● 木造住宅が密集する地域において地震による倒壊と火災の発生が重なると、延焼

により地域一帯に大規模な被害が生じる恐れがあります。 

● そのような延焼を防ぐために、幅の広い道路や公園を整備したりする対策が取ら

れています。 

● このように、非常時を想定して幅広の道路や公園を整備することが、一方で、平

時の市民生活を向上させるというような、相乗効果を狙った取組が望まれます。 

２ 

３ 
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（３）効果的な施策の推進 

○ 施策の持続的な実施に配慮し、選択と集中による施策の重点化を図ります。 

○ 既存の社会資本の有効活用や施設の効率的な維持管理により、効果的に施策を推進します。 

○ 限られた資金を最大限活用するため、民間投資の促進を図ります。 

 

（４）気候変動等による気象の変化等を踏まえた施策の重点化 

○ 河川が氾濫した場合に湛水深が深くなり、甚大な人命被害等が生じる恐れのある区間に対

応する施策を推進します。 

○ 災害拠点病院等について、診療機能を３日程度維持するための設備の増設等を促進します。 

○ 幹線道路等の法面・盛土について、鉄道近接や広域迂回など社会的影響が大きい箇所にお

いて、土砂災害等に対応した道路法面・盛土対策等を講じます。 

○ 豪雨により流失・傾斜の恐れがある鉄道河川橋梁への対策を促進します。 

○ 携帯電話基地局について、被害状況の把握から応急復旧までの適切な初動対応等を促進し

ます。 

○ ブロック塀等の倒壊による被害を未然に防止する施策を推進します。 

○ 気象情報や避難情報等の防災情報を、住民の避難行動に確実に結び付けます。 
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 脆弱性評価 

 

３-１ 脆弱性評価の考え方 
 

国基本計画、県地域計画では、基本法第17条第１項の規定に基づき、大規模自然災害等に対

する脆弱性の分析・評価（以下「脆弱性評価」という。）の結果を踏まえ、国土強靱化に必要な

施策の推進方針が定められています。 

本計画の策定においても、以下の手順により脆弱性評価を行い、強靱化のための推進方針を

策定します。 

 

■ 脆弱性評価の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-２ 想定するリスク 
 

国基本計画、県地域計画においては、「大規模自然災害全般」を想定するリスクとして設定し

ています。 

本市においても、本市地域防災計画を踏まえ、首都直下地震等が遠くない将来に発生する可

能性があると予測されていることから、大地震をはじめ、がけ崩れ、竜巻、台風等による風水

害など、大規模自然災害全般を想定します。 

※原子力発電所災害やミサイル、サリン等のテロは含まれません。 

 

３-３ リスクシナリオの設定 
 

脆弱性評価は、基本法第17条第３項の規定に基づき、リスクシナリオを想定した上で行うも

のとされており、国基本計画や県地域計画との調和に留意しつつ、本市の地理的環境等を踏ま

え、４つの基本理念を達成するため、事前に備えるべき８つの目標と、その妨げとなる、起き

てはならない最悪の事態として、25のリスクシナリオを以下のように設定します。 

 

① 想定するリスクの設定［３－２］ 

② 事前に備えるべき目標及びリスクシナリオの設定［３－３］ 

③ リスクシナリオを回避するために必要な施策分野の設定 

④ リスクシナリオを回避するための現状分析・評価 
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■ 本計画におけるリスクシナリオの設定 

事前に備えるべき目標 No. リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

１ 
人命の保護が最大限図

られること 

1-1 建物等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生 

1-2 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

1-3 大規模な土砂災害・陥没等による多数の死傷者の発生 

1-4 暴風雨等に伴う多数の死傷者の発生 

２ 

救助・救急、医療活動等

が迅速に行われること

（それがなされない場

合の必要な対応を含む） 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給

の長期停止 

2-2 警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-3 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の麻痺 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生・混乱 

2-5 
被災地における疫病・感染症等の大規模発生や劣悪な避難生活環境等による多

数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

３ 
必要不可欠な行政機能

は確保すること 
3-1 市の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

４ 
必要不可欠な情報通信

機能は確保すること 
4-1 

防災・災害対応に必要な通信インフラ＊の麻痺・機能停止による情報の収集・

伝達ができない事態 

５ 
経済活動（サプライチェ

ーンを含む）を機能不全

に陥らせないこと 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の経済活動の停滞 

5-2 基幹的陸上交通ネットワーク＊の機能停止による物流・人流への甚大な影響 

5-3 食料等の安定供給の停滞 

６ 

生活・経済活動に必要最

低限の電気、ガス、上下

水道、燃料、交通ネット

ワーク＊等を確保すると

ともに、これらの早期復

旧を図ること 

6-1 
電力供給ネットワーク＊や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチェーン等

の長期間にわたる機能停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる機能停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 
新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能

停止 

７ 
制御不能な二次災害を

発生させないこと 

7-1 ため池、防災インフラ＊等の損壊・機能不全による多数の死傷者の発生 

7-2 有害物質の大規模拡散・流出による市土の荒廃 

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

８ 
地域社会・経済が迅速に

再建・回復できる条件を

整備すること 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター＊、労働者、地域に精通した

技術者等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できな

くなる事態 

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティ＊の崩壊等による有形・

無形の文化の衰退・損失 

8-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に

遅れる事態 
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■ 参考：国・県における事前に備えるべき目標及びリスクシナリオとの関係 

※   は国の15の重点化プログラム、●印：栃木県の優先的リスクシナリオ、○印：その他リスクシナリオ、◇印：小山市のリスクシナリオ 

基本目標 事前に備えるべき目標 
国で設定した45の起きてはならない最悪の事態 

（※下線部は小山市の地域計画とは異なる表現） 

栃 
木 
県 

小 
山 
市 

Ⅰ．人命の保
護が最大
限図られ
る 

 
Ⅱ．国家及び

社会の重
要な機能
が致命的
な障害を
受けず維
持される 

 
Ⅲ．国民の財

産及び公
共施設に
係る被害
の最小化 

 
Ⅳ．迅速な復

旧復興 

１ 
直接死を最大限防
ぐ 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷
者の発生 

● ◇ 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生  ◇ 

1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生   

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 ● ◇ 

1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 ● ◇ 

1-6 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 ● ◇ 

２ 

救助・救急、医療活
動等が迅速に行わ
れるとともに、被災
者等の健康・避難生
活環境を確実に確
保する 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止 ● ◇ 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 ○  

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 ● ◇ 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 ● ◇ 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療
機能の麻痺 

○ ◇ 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 ● ◇ 

2-7 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 ● ◇ 

３ 
必要不可欠な行政
機能は確保する 

3-1 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱   

3-2 首都圏等での中央官庁機能の機能不全   

3-3 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ● ◇ 

４ 
必要不可欠な情報
通信機能・情報サー
ビスは確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラ＊の麻痺・機能停止 ○ ◇ 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 ●  

4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支
援が遅れる事態 

 ◇ 

５ 
経済活動を機能不
全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下 ○ ◇ 

5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響  ◇ 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等  ◇ 

5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響   

5-5 
太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワーク＊の機能停止による物
流・人流への甚大な影響 

○ ◇ 

5-6 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響   

5-7 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響   

5-8 食料等の安定供給の停滞 ○ ◇ 

5-9 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響   

６ 

ライフライン＊、燃
料供給関連施設、交
通ネットワーク＊等
の被害を最小限に
留めるとともに、早
期に復旧させる 

6-1 
電力供給ネットワーク＊（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチェ
ーン等の長期間にわたる機能停止 

○ ◇ 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 ○ ◇ 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 ○ ◇ 

6-4 新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラ＊の長期間にわたる機能停止 ○ ◇ 

6-5 防災インフラ＊の長期間にわたる機能不全 ○  

７ 
制御不能な複合災
害・二次災害を発生
させない 

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生   

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生   

7-3 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺   

7-4 
ため池、防災インフラ＊、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による
多数の死傷者の発生 

○ ◇ 

7-5 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 ○ ◇ 

7-6 農地・森林等の被害による国土の荒廃 ○ ◇ 

８ 

社会・経済が迅速か
つ従前より強靱な
姿で復興できる条
件を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 ○ ◇ 

8-2 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター＊、労働者、地域に精通した技術者等）の不足、
より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

○ ◇ 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態   

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティ＊の崩壊等による有形・無形の文化の衰退・
損失 

○ ◇ 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 ○ ◇ 

8-6 
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による国家経済等への甚大
な影響 

○  
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３-４ リスクシナリオを回避するために必要な施策分野 
 

国基本計画や県地域計画において設定された施策分野に留意しつつ、ソフト・ハード対策の

適切な組み合わせや、地域社会・経済の強靱化、一体的・効果的な取組の推進などの視点を総

合的に勘案し、本計画では７つの施策分野を設定します。 

 

■ 県地域計画と本計画の施策分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来を担う次世代の育成と 
学び・文化を育むひとづくり 

暮らしやすく住み続けたい 
地域の活力を生かしたまちづくり 

魅力ある自然環境を守り 
伝統を継承するまちづくり 

人と自然が共生した 
地球にやさしいくらしづくり 

市民が生き生き 
安全・安心で健康なくらしづくり 

持続可能な行財政運営と 
広域連携による行政・ひとづくり 

協働によるまちづくりと 
誰もが活躍できる社会・ひとづくり 

(1) 保健医療 (3) 教  育 
(2) 福  祉 

(1) 産  業 (3) エネルギー 
(2) 農  業 

(1) 情報通信 
(2) 交通・物流 

(1) 国土保全 
(2) 環  境 

(1) 地域防災 (3) 地域福祉 
(2) 地域防犯 (4) 地域活動 

(1) 行政機能 
(2) 防災・消防 

(1) 住  宅 (3) 土地利用 
(2) 都  市 

個別施策分野（12分野） 

① 行政機能／警察・消防等 
／防災教育等 

② 住宅・都市 

③ 保健医療・福祉 

④ エネルギー 

⑤ 金融 

⑥ 情報通信 

⑦ 産業構造 

⑧ 交通・物流 

⑨ 農林水産 

⑩ 国土保全 

⑪ 環境 

⑫ 土地利用（国土利用） 

① リスクコミュニケーショ
ン ② 人材育成 

③ 官民連携 

④ 老朽化対策 

⑤ 研究開発 

国
基
本
計
画 

［
国
土
強
靱
化
に
関
す
る
施
策
の
分
野
］ 

横断的分野（５分野） 

① リスクコミュニケーション 
・人材育成 

② 老朽化対策 
 

③ 保健医療・福祉 
 

④ 産業・エネルギー 
 

⑤ 情報通信・交通・物流 
 

⑥ 農林水産 
 

⑦ 国土保全・環境 
 

① 行政機能／警察・消防等 
 

② 住宅・都市・土地利用 
 

県
地
域
計
画 

［
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ
を
回
避
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
分
野
］ 

個別施策分野（７分野） 

横断的分野（２分野） 

Ｃ.保健医療・ 
福祉・教育 

 Ｄ.産業・農業・ 
エネルギー 

Ｅ.情報通信・ 
交通・物流 

Ｆ.国土保全・環境 
 

Ｇ.地域防災 
 

Ａ.行政機能 
／防災・消防等 

Ｂ.住宅・都市・ 
土地利用 

本
市
地
域
計
画 

[

施
策
分
野] 

本
市
総
合
計
画 

［
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標
］ 

各分野に再編 

一体的な策定 
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３-５ リスクへの対応方策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所整備 

防災拠点機能の確保 

業務継続体制の整備・人材育成 

帰宅困難者対策 

防災訓練の充実 

火災予防に関する啓発活動 

消防施設等の整備 

地域の消防力の確保 

広域応援体制の整備 

防災計画の充実 

物資・資機材等の備蓄 

強靱化施策分野 施策項目 
 

推進施策 

（３）土地利用 

Ａ．行政機能／防災・消防 

Ｂ．住宅・都市・土地利用 

Ｃ．保健医療・福祉・教育 

１ 

２ 

３ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

住宅・建築物等の防火性向上・耐震化 

高齢者等住宅支援 

市営住宅の維持管理 

老朽危険空き家等対策 

１ 

２ 

３ 

４ 

市街地再開発事業＊ 

都市計画制度の運用 

景観形成の推進 

上水道施設の整備 

下水道＊施設の整備 

公園等施設整備 

地区まちづくりの推進 

土地区画整理事業＊ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

工業団地の整備 

地籍調査の推進 

土地利用の推進 

１ 

２ 

３ 

子ども・妊産婦保健 

地域医療の推進 

小児医療体制の充実 

保健医療・介護の連携 

救急医療体制＊の充実 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

高齢者福祉 

子育て支援 

生活困窮・貧困対策 

障がい者福祉 

１ 

２ 

３ 

４ 

文化スポーツ施設整備 

学校教育・施設等整備 

児童生徒の安全対策 

文化財保護等 

１ 

２ 

３ 

４ 

（２）防災・消防 

（１）行政機能 

（１）住  宅 

（２）都  市 

（１）保健医療 

（２）福  祉 

（３）教  育 
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工業・企業誘致 

商業・観光振興 

エネルギーの安定供給 

ライフライン＊の災害対応力の強化 

強靱化施策分野 施策項目 
 

推進施策 

Ｄ．産業・農業・エネルギー 
１ 

２ 

１ 

２ 

農業生産基盤等の災害対応力の強化 １ 

Ｇ．地域防災 

Ｆ．国土保全・環境 

Ｅ．情報通信・交通・物流 
市民等への情報発信 

災害情報の伝達 

電源の確保 

１ 

２ 

３ 

緊急輸送体制の整備 

復旧・復興等を担う人材の確保 

自転車活用の推進 

地域交通環境の整備 

地域交通拠点の整備 

道路の防災・減災対策及び耐震化 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

総合的な治水対策 

河川・土砂災害対策 

１ 

２ 

災害廃棄物処理体制の整備 

環境保全対策 

感染症予防対策 

下水処理施設の整備 

１ 

２ 

３ 

４ 

地域防災力の向上 

防災意識の高揚、防災教育の実施 

１ 

２ 

防犯体制の充実強化 １ 

高齢者等生活支援＊ 

避難行動要配慮者対策 

１ 

２ 

市民活動・ボランティア＊活動体制の強化 

多文化共生・国際交流 

１ 

２ 

（３）エネルギー 

（１）産  業 

（２）農  業 

（１）情報通信 

（２）環  境 

（１）地域防災 

（２）地域防犯 

（２）交通・物流 

（１）国土保全 

（３）地域福祉 

（４）地域活動 
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 脆弱性評価 

 

３-６ リスクシナリオと施策分野の相関（マトリクス） 
 

事前に備えるべき目標 No 
リスクシナリオ 

（起きてはならない最悪の事態） 

強靱化施策分野 
Ａ.行政機能／ 
防災・消防 

Ｂ.住宅・都市・ 
土地利用 

(1) 
行政 
機能 

(2) 
防災・ 
消防 

(1) 
住 宅 

 

(2) 
都 市 

 

(3) 
土地 
利用 

１ 
人命の保護が最大限図
られること 

1-1 
建物等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地に
おける火災による死傷者の発生 

① 
②③④
⑤ 

①②③ 
①②⑦
⑧ 

③ 

1-2 
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水
による多数の死傷者の発生 

 ②  ①⑧ ③ 

1-3 
大規模な土砂災害・陥没等による多数の死傷
者の発生 

 ②    

1-4 暴風雨等に伴う多数の死傷者の発生   ①   

２ 

救助・救急、医療活動
等が迅速に行われるこ
と（それがなされない
場合の必要な対応を含
む） 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生
命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止 

 ⑦⑧ ④ ⑥  

2-2 
警察、消防等の被災等による救助・救急活動
等の絶対的不足 

 
①④⑤
⑥ 

   

2-3 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支
援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺 

     

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生・混乱 ③ ⑦⑧  ⑥  

2-5 
被災地における疫病・感染症等の大規模発生
や劣悪な避難生活環境等による多数の被災者
の健康状態の悪化・死者の発生 

 ⑦  ④⑤  

３ 
必要不可欠な行政機能
は確保すること 

3-1 
市の職員・施設等の被災による機能の大幅な
低下 

①② 
①④⑤
⑥⑦ 

   

４ 
必要不可欠な情報通信
機能は確保すること 

4-1 
防災・災害対応に必要な通信インフラ＊の麻痺・機
能停止による情報の収集・伝達ができない事態 

 ①④ ③   

５ 
経済活動（サプライチ
ェーンを含む）を機能
不全に陥らせないこと 

5-1 
サプライチェーンの寸断等による企業の経済
活動の停滞 

    ① 

5-2 
基幹的陸上交通ネットワーク＊の機能停止に
よる物流・人流への甚大な影響 

③   ①⑧ ① 

5-3 食料等の安定供給の停滞  ⑧    

６ 

生活・経済活動に必要
最低限の電気、ガス、
上下水道、燃料、交通
ネットワーク＊等を確
保するとともに、これ
らの早期復旧を図るこ
と 

6-1 
電力供給ネットワーク＊や都市ガス供給、石
油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間に
わたる機能停止 

    ① 

6-2 上水道等の長期間にわたる機能停止    ④  

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止    ①⑤  

6-4 
新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、交
通インフラ＊の長期間にわたる機能停止 

③   
①②③
⑧ 

③ 

７ 
制御不能な二次災害を
発生させないこと 

7-1 
ため池、防災インフラ＊等の損壊・機能不全に
よる多数の死傷者の発生 

     

7-2 
有害物質の大規模拡散・流出による市土の荒
廃 

    ① 

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大      

８ 
地域社会・経済が迅速
に再建・回復できる条
件を整備すること 

8-1 
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞によ
り復興が大幅に遅れる事態 

    ② 

8-2 

復興を支える人材等（専門家、コーディネー
ター＊、労働者、地域に精通した技術者等）の
不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如
等により復興できなくなる事態 

     

8-3 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミ
ュニティ＊の崩壊等による有形・無形の文化の
衰退・損失 

②  ②③④ ②  

8-4 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所
等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

   ⑥ ② 
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国土強靭化 

地域計画編 

 

 
※丸数字は推進施策の番号に対応 

強靱化施策分野 

Ｃ.保健医療・福祉・教育 Ｄ.産業･農業・ｴﾈﾙｷﾞｰ 
Ｅ.情報通信・ 
交通・物流 

Ｆ.国土保全・ 
環境 

Ｇ.地域防災 

(1) 
保健 
医療 

(2) 
福 祉 

 

(3) 
教 育 

 

(1) 
産 業 

 

(2) 
農 業 

 

(3) 
ｴﾈﾙｷﾞｰ 

 

(1) 
情報 
通信 

(2) 
交通・ 
物流 

(1) 
国土 
保全 

(2) 
環 境 

 

(1) 
地域 
防災 

(2) 
地域 
防犯 

(3) 
地域 
福祉 

(4) 
地域 
活動 

          ①②    

    ①    ①  ①②    

        ②  ①②    

      ①    ①②    

① 
①②③
④ 

①③④     ①②     ①②  

②              

①②③
④⑤ 

①②③  
 
 
 

   ②     ①②  

①  ①③            

①③⑤ ①③  
 
 
 

     ②④     

  ②            

①② ①②④ ①④   ② ①②③    ② ① ①② ①② 

   ①②           

   ①    ①②⑤       

    ①          

   
 
 
 

 ①②         

              

         ②     

       
①②④
⑤⑥ 

      

        ①②      

   ①      ①③     

    ①    ②      

         ①③     

   

 
 
 
 

   ②③       

 ④ ②③ 
 
 
 

  ①②    ① ① ①② ② 

              

 



 

212 

 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

 

 

（１）行政機能 

防災拠点機能の確保 

【市民生活安心課】 

・大谷地区中心施設は、地域の防災拠点としての機能を備えた施設として整備を進めます。 

【行政改革課】 

・「小山市公共施設等総合管理計画」に基づき、公共施設の量をコントロールしながら改築・改

修・維持補修を実施し、将来にわたって市民が安全・安心に利用できる整備を進めます。 

【生涯学習課】 

・地区公民館（出張所）施設は耐震診断を実施するとともに、改修を実施して防災拠点機能を

確保していきます。 

・特に、耐震改修促進法で耐震診断の努力義務に規定された施設である中公民館の耐震診断を

実施します。 

 

業務継続体制の整備・人材育成 

【行政総務課・危機管理課】 

・業務継続体制を堅持するため、地域防災計画の改正、組織改編等の際には業務継続計画を適

宜改正します。 

【情報政策課】 

・「小山市業務継続計画」の見直しを行う際に、業務連絡体制の強化に資するＩＣＴ＊関連の項

目について見直しを行います。 

【職員研修所】 

・職員として有事・災害に対する対応・心構えの教育を研修等様々な機会を通じ、継続して実

施します。 

【総合政策課】 

・小山地区定住自立圏構成市町との相互理解を深めつつ、圏域全体の防災、減災に向けた連携

事業の推進に努めます。 

 

Ａ．行政機能／防災・消防 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,3-1 １ 

２ 主に対応するリスクシナリオ NO.3-1,8-3 
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国土強靭化 

地域計画編 

 

 
 

帰宅困難者対策 

【危機管理課】 

・大規模災害発生時における帰宅困難者発生に備えた対策を進めます。 

・「備蓄推進５箇年計画」に基づき、被害予測に応じた品目・数量の備蓄を行うとともに、保管

するための備蓄倉庫を整備していきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

コミュニティ施設＊等

整備事業（大谷地区中

心施設整備） 

地域基幹施設としての

利用者増加（累積） 

（大谷公民館） 

10,249人 

（R1） 

 74,000人 
市民生活 

安心課 

公共施設マネジメント

推進事業 

譲渡や除却等により縮

減した施設延床面積 
０㎡  7,327㎡ 行政改革課 

第２期 小山地区定住

自立圏共生ビジョン策

定・取組推進 

圏域人口の累計社会増

加数 

555人 

（R1.4～R2.3） 
 

2,500人 

（R2.4～R7.3） 
総合政策課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-4,5-2,6-4 
2 

３ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

（２）防災・消防 

防災訓練の充実 

【危機管理課】 

・本市で直接起こりうる災害及び被害を想定し、総合防災訓練等を継続して実施します。 

 

防災計画の充実 

【危機管理課】 

・常に防災に係る情報収集に努めるとともに、適宜、防災関連計画について実効性の高い内容

となる見直しを行い、非常時の対応力を強化していきます。 

 

火災予防に関する啓発活動 

【予防課】 

・消防ＯＡシステム＊による情報を活用し、査察を実施して充分な把握及び指導を行います。ま

た、多数の者が集合する催しにおける火災予防に係る指導を実施していきます。 

 

消防施設等の整備 

【消防署】 

・消防車両や器具及び、水利不足区域に消防水利を適正に配置することで、より強固な消防体

制の確立並びに予防体制を充実し、各種災害の未然防止と被害の軽減に資することのできる

体制を構築します。 

【通信指令課】 

・高機能消防指令センター＊及び消防救急デジタル無線を計画的に整備、維持管理することで、

障害発生のリスクを事前に回避でき、迅速で確実な指令及び災害現場活動隊との情報共有が

図られるため、市民が安全に安心して生活できる指令管制業務を実施していきます。 

※高機能消防指令センター＊：火災、救急、救助などの119番通報の受付、各隊への出動指令、

消防救急デジタル無線による情報伝達、関係機関への情報提供などを行う。119番通報入電時

には、地図検索装置で災害現場を特定し、災害種別に応じ自動で直近の出動車両を選定する

機能が搭載されており、迅速で確実な指令管制業務が行える拠点施設です。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-2,3-1,4-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,1-3 ２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,2-2,3-1,4-1 ４ 
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地域計画編 

 

 
 

地域の消防力の確保 

【消防総務課】 

・大規模火災、災害においては、現有する消防力のみでは対応困難な場合もあることから、近

隣消防との連携強化を図るとともに、消防団、消防本部がより密接な関係を構築することで、

消防力を強化し、あらゆる災害に対応していきます。 

・機能別消防団員＊制度導入により団員増が図られましたが、更なる団員確保を図るため、団員

自らが作る消防団となるような運営とします。さらに、常に消防団と消防本部は「車の両輪」

であるという意識を持ちつつ、各種災害対応マニュアル、安全管理マニュアルの策定、消防

活動・水防活動の訓練実施を行っていきます。 

【消防署】 

・あらゆる災害に対応するため、将来を見据えた組織作りや、効果的かつ効率的な研修・シミ

ュレーション訓練などにより、消防職員としての資質向上や技術の伝承を図ることで、全体

的な消防力の強化につなげます。 

 

広域応援体制の整備 

【危機管理課】 

・医薬品の確保や、長期となる場合の避難所の確保、協力自治体や災害ボランティア＊等の支援

者の宿泊場所などの確保のため、より多様な分野の企業・団体等との協定締結を推進してい

きます。 

【上下水道総務課】 

・小山地区定住自立圏を形成する３市１町の水道担当者が、応急給水に関することや、その他

水道事業全般について情報交換し、相互応援活動が行えるよう体制づくりを進めます。 

【消防署】 

・近隣消防機関との緊密な連携により消防力の広域強化を図るとともに、図上訓練やシミュレ

ーション訓練を定期的に行い、各消防機関の共通認識を構築することで、更なる連携強化に

つないでいきます。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-2,3-1 ６ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,2-2,3-1 ５ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

避難所整備 

【危機管理課】 

・避難所に係る現状把握を的確に行い、必要な整備を進めます。また、訓練などを通じた避難

所運営マニュアルの検証を行うなど、適宜必要な見直しを進めていきます。 

・自主防災＊意識を高めることに努めるとともに、災害発生時に円滑な応急活動や避難・救護活

動を実施する自主防災＊体制を構築します。また、これにより、避難所を自主運営できる体制

作りを進めます。 

・自治体や民間事業者等との協定締結を推進し、避難所運営に必要な物資・資機材を確保する

とともに、避難者に必要なスペースを確保します。 

 

物資・資機材等の備蓄 

【危機管理課】［再掲］ 

・「備蓄推進５箇年計画」に基づき、被害予測に応じた品目・数量の備蓄を行うとともに、保管

するための備蓄倉庫を整備していきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

消防水利整備事業 
消防水利（消火栓及び

防火水槽）設置数 
2,988基  3,038基 消防署 

消防団員の確保 実員／条例定数 93.9％  100％ 消防総務課 

応急手当講習の推進 年間受講者数 5,577人  5,800人 消防署 

災害時応援協定締結の

拡大 

災害時応援協定締結の

拡大（災害時応援協定

締結数） 

108件  120件 危機管理課 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-4,5-3 ８ 

７ 主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-4,2-5,3-1 
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（１）住 宅 

住宅・建築物等の防火性向上・耐震化 

【建築指導課】 

・国の住宅建築物安全ストック形成事業を活用し、住宅耐震対策助成事業等を実施することで、

耐震化率の向上を目指し、震災に強い安全・安心なまちづくりを推進します。 

【予防課】 

・住宅火災の被害を軽減するため、住宅用火災警報器設置率向上を目指すとともに、電池切れ

等の維持管理や住宅用消火器の設置について広報活動を通じて促していき、防火性の向上に

努めます。 

【公園緑地課】 

・広報おやま、市ホームページ等を通して生垣設置費用助成制度の周知を図り、住宅火災時の

延焼防止にも役立つ生垣の設置件数を増やしていきます。 

 

老朽危険空き家等対策 

【建築指導課・シティプロモーション課】 

・災害時の倒壊等被害防止のため、「小山市空家等＊対策計画」を基に、市内の老朽危険空き家等

の所有者等に対する助言・指導、勧告、命令、行政代執行等の措置を適切に実施していきます。 

・また、単に空き家等を放置することなく、その活用可能性についても検討していくことが重

要と考え、空き家バンク制度＊の活用を進めていきます。 

 

高齢者等住宅支援 

【福祉課・高齢生きがい課・建築課】 

・災害時のみならず平常時においても生活できる、高齢者住宅建設・改修に係る普及啓発・支

援を行うとともに、障がい者の住宅改修に係る支援を行います。 

 

Ｂ．住宅・都市・土地利用 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-4 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,8-3 ２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,4-1,8-3 ３ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

市営住宅の維持管理 

【建築課】 

・現在、すべての市営住宅において耐震基準を満たしていることから、今後は、「小山市公営住

宅等長寿命化計画」に基づいた住宅の予防保全＊的な改修又は維持管理を実施し、安全で快適

な居住環境の確保につなげます。 

・高齢者等が自立した生活を維持するとともに、災害発生時には迅速な避難等の対応が出来る

よう、市営住宅の高齢者対応改修を実施します。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

小山市木造住宅耐震対

策助成事業 

木造住宅耐震対策助成

戸数（耐震改修） 
35戸  60戸 建築指導課 

木造住宅耐震対策助成

戸数（耐震建替え） 
０戸  40戸 建築指導課 

小山市ブロック塀等安

全対策助成事業 

ブロック塀等安全対策

助成戸数 
16戸  120戸 建築指導課 

市営住宅長寿命化推進

事業 
改修実績棟数 39棟  67棟 建築課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,8-3 ４ 
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地域計画編 

 

 
 

（２）都 市 

都市計画制度の運用 

【都市計画課】 

・都市計画マスタープラン＊並びに立地適正化計画＊に沿って計画的なまちづくりを進めていく上

で、市民の安全・安心の確保は重要な目標のひとつであり、災害に直接関係してくる土地利用・

道路・公園・上下水道・河川等について計画的方針のもと効果的整備を進めていきます。 

 

地区まちづくりの推進 

【都市計画課・まちづくり推進課】 

・地区まちづくりは、単にハード整備のみならず、ソフト事業としての住民の一体感を確保す

ることができ、災害時の地域対応が期待できます。 

・地区まちづくりの推進とともに、地区計画制度＊を活用し、例えば建物間の間隔を一定以上確

保することや、狭あい＊な道路の拡幅整備を推進することで、災害にも強いまちづくりを進め

ます。 

・また、地域イベント開催や、ヒヤリハットマップの作成など、地域住民のコミュニティ＊の強

化を図るための取組についても支援していきます。 

 

景観形成の推進 

【都市計画課】 

・これまでは、主に景観の観点から無電柱化を進めてきましたが、今後は、防災の観点から、

ライフライン＊の確保とともに円滑な緊急移動・搬送に係る重要な路線についての整備を検討

していきます。 

 

上水道施設の整備 

【上下水道総務課・上下水道施設課】 

・水道ビジョンに基づき、老朽配水管＊の計画的な更新を行います。浄水場施設については、改

築・更新事業に合わせて耐震化を実施いたします。 

・羽川西浄水場は、平成27年９月関東・東北豪雨により浸水したことを踏まえ、排水強化対策

を実施します。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,5-2,6-3,6-4 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,6-4,8-3 ２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.6-4 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-5,6-2 ４ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

下水道＊施設の整備 

【上下水道総務課・上下水道施設課】 

・小山市公共下水道＊ストックマネジメント計画＊に基づいた、施設の長寿命化に伴う改築・更

新に合わせ耐震化を行います。 

・下水道＊事業に係る業務継続計画（ＢＣＰ）は、今後も定期的な改訂等を行い、円滑な運用を

図ります。 

 

公園等施設整備 

【公園緑地課・建築課・生涯スポーツ課・危機管理課】 

・公園・グラウンドは、災害時の避難場所や、復興に向けた応急仮設住宅の建設用地として重

要なオープンスペースとなります。今後は、市街地における基準に基づいた公園確保を進め

ていきます。 

・また、公園内建築物については、施設の耐震化や長寿命化を推進していきます。 

 

市街地再開発事業＊ 

【まちづくり推進課】 

・中心市街地の老朽街区等を更新することで、災害時の安全性を確保する市街地再開発事業＊

に関しては、中高層共同住宅＊等への建替え支援や、中心市街地の再開発事業により、建築物

の耐震化や防災力の強化を図ります。 

・また、低未利用地＊の市街化更新を計画的に推進し、災害に強い街づくりを誘導します。 

・これらの総合力によって、人口増を促すとともに、地域防災力の強化が図れる基盤づくりを

進めます。 

 

土地区画整理事業＊ 

【市街地整備課】 

・災害時に有効な一定の道路公園等が確保できる面的整備である土地区画整理事業＊について、

効果的な事業の運営を図ります。 

・事業効果が見込める地区の検討を行い、災害に強い市街地の形成を図ります。 

・現在施行中の土地区画整理事業については、早期の完了を目指します。 

【まちづくり推進課】 

・面的整備を行わない地域の生活基盤施設の整備については、地区まちづくり制度の活用等を

通して整備の方向性を見出していきます。 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-5,6-3 ５ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1 ７ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-4,8-4 ６ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,5-2,6-4 ８ 
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■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

地区まちづくり推進事

業 

まちづくり研究会・推

進団体数 
38団体  41団体 

まちづくり 

推進課 

地区まちづくり構想の

認定数 
24件  28件 

まちづくり 

推進課 

地区計画策定事業 

地域特性に応じた景観

へ配慮した建築物の件

数（地区計画の届出件

数） 

1,648件  2,150件 都市計画課 

老朽配水管＊更新事業 
老朽管（基幹管路＊）の

布設替の割合 
4.9％  17.0％ 

上下水道 

施設課 

間々田八幡公園整備事

業 

間々田八幡公園利用者

数 

178人／日 

（平日） 

404人／日 

（休日） 

 

840人／日 

（平日） 

1,060人／日 

（休日） 

公園緑地課 

城山（祇園城）公園再

整備事業 
城山公園利用者数 

108人／日 

（平日） 

189人／日 

（休日） 

 

550人／日 

（平日） 

700人／日 

（休日） 

まちづくり 

推進課 

街区公園＊整備事業 １人当たりの公園面積 8.90㎡／人  9.39㎡／人 公園緑地課 

公園施設長寿命化対策

支援事業 

健全な公園施設の割合

の増加 
26.0％  50.0％ 公園緑地課 

公園施設バリアフリー＊

化整備事業 

バリアフリー＊化された

公園施設の割合の増加 
54.0％  93.0％ 公園緑地課 

城山町三丁目第二地区

市街地再開発事業＊ 

市街地再開発事業＊に

よる人口定着 
15人  350人 

まちづくり 

推進課 

街なか居住推進のため

の支援策 

街なか中高層共同住宅＊

建設促進事業補助金を

活用した定住人口 

180人  240人 
まちづくり 

推進課 

小山駅東口周辺土地利

用推進事業 

小山駅直近の大規模低

未利用地＊の面積 
3.0ha  2.0ha 

まちづくり 

推進課 

土地区画整理事業＊ 事業地内の供用面積 93.6ha  101.7ha 市街地整備課 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

（３）土地利用 

工業団地の整備 

【工業振興課】 

・交通ネットワーク＊の機能停止リスクに鑑み、今後も新４号国道等幹線道路沿線に戦略的な工

業団地の整備を検討していきます。 

 

地籍調査の推進 

【都市計画課】 

・概ね５年ごとに都市計画の基礎調査として、人口規模、建築物の用途、宅地開発の状況等の

現況を調査し、都市計画の策定とその整備を適切に遂行していきます。 

【市街地整備課】 

・平成19（2007）年度から地籍調査を市街地におけるまちづくりの機運の高い地区から実施し

ていますが、今後は、調査地区の優先順位を決める際に、災害が発生し易く、発生した場合

の住民への影響の大きさという観点も考慮しながら調査地区を決定していきます。 

 

土地利用の推進 

【都市計画課・道路課】 

・都市機能の維持のためのコンパクトシティ＊とネットワーク＊の形成といった観点から、土地

利用を形成していきます。 

・低未利用地＊の有効活用とともに生活環境の改善を図り、密集した既成市街地等において、緊

急車両の通行を容易にするため、狭あい＊な道路の拡幅や面的整備の検討など都市基盤の整備

を進めます。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.5-1,5-2,6-1,7-2 １ 

２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,6-4 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.8-1,8-4 
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（１）保健医療 

子ども・妊産婦保健 

【健康増進課】 

・産科医療機関等と災害時の協力体制について検討していきます。 

・妊産婦や乳児のいる家庭に対し、災害時の対応に関する啓発に取り組みます。 

 

救急医療体制＊の充実 

【健康増進課】 

・医師会等医療関係機関と緊密に連携し、災害時における初期医療体制及び後方医療体制等の

整備等を推進します。 

【健康増進課】 

・関係機関と連携し、医療救護体制の整備・構築に努め、保健福祉職員を対象とした医療救護

に関する研修（実動訓練等）を実施します。 

【消防署】 

・救急ステーションに登録してもＡＥＤ＊が使われなければ効果はないため、広報するとともに、

未登録の事業所等へ積極的に説明し認定申請を促します。 

・救急車の適正利用について、救命講習会や救急フェア等の市民と直接ふれあう機会や、広報

おやま、市ホームページ等の媒体を利用し啓発していきます。 

・ＤＭＡＴや災害医療関係部署との協議や訓練を行い、受援体制の整備を行います。 

※ＤＭＡＴ：災害急性期（災害発生 48 時間以内）に被災地において医療救護活動を行う災害

派遣医療チーム。 

 

Ｃ．保健医療・福祉・教育 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,2-4,2-5,4-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-2,2-3,4-1 ２ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

地域医療の推進 

【健康増進課】 

・災害等緊急時においても、安定的に医療サービスが受けられるために、身近なかかりつけ医＊

制度を推進します。 

・｢小山市近郊地域医療連携協議会｣「定住自立圏連携事業」と連携しつつ、事業の推進を図り

ます。 

・新小山市民病院を核としながら、地域医療のネットワーク＊と連携強化を進めていきます。 

 

小児医療体制の充実 

【健康増進課】 

・災害時における小児医療を効果的に進めるため、医師会等医療関係機関と連携し、初期医療

体制及び後方医療体制等の整備等を推進します。 

 

保健医療・介護の連携 

【健康増進課・高齢生きがい課】 

・災害時にも安心して適切に情報を得られるために、保健医療サービスの情報提供を進めます。

また、要介護者の救済は重要であり、在宅医療＊、介護における連携を強化していきます。 

【福祉課】 

・災害時に、避難生活が困難な要配慮者が必要な生活支援＊が受けられる福祉避難所を円滑に開

設できるように、社会福祉施設等との連携体制を整備します。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

周産期＊・小児医療体制

の整備充実 
地域周産期医療機関＊数 ０箇所  １箇所 健康増進課 

地域医療推進事業 
かかりつけ医＊普及率

の増加 

73.0％ 

(R1) 
 80.0％ 健康増進課 

 

３ 

５ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-3 ４ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-3,2-5 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-3,2-5 
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（２）福 祉 

高齢者福祉 

【高齢生きがい課】 

・高齢者に対するサポート事業や施設整備を進めるとともに、災害時の情報伝達や避難行動等

について、様々な機会を通じて広くきめ細やかに周知を図っていきます。 

 

障がい者福祉 

【福祉課】 

・災害発生時に、自分ひとりでは適切な判断や迅速な避難行動をとることが難しい障がい者の

方向けに、災害サポート情報をまとめた「障がい者向け防災ガイドブック」を作成し、災害

対応力を高めます。 

・日中一時支援及び移動支援事業については、災害時において、迅速に対応することができる

よう、事業者（法人等）との情報伝達が円滑に図られるネットワーク＊体制を整えていきます。 

 

子育て支援 

【健康増進課】 

・妊娠、出産、子育て期に至る相談を一体的に行う母子健康包括支援センター＊を整備します。 

【こども課】 

・保育園（所）・認定こども園＊については、保護者が働いており、家に１人でいることができ

ない年齢の子どもが利用する施設であることから、災害時においても保育を必要とする保護

者が安心して保育を利用できるよう、関係施設との連携体制強化を図ります。また、「保育所

整備計画」や「小山市公共建築物長寿命化計画」に基づき、保育の受け皿となる保育施設の

整備を計画的に行います。 

・学童保育施設は、「小山市公共施設等総合管理計画」に基づき、複合化や民間施設活用等の適

切な管理を行うとともに、救急救命講習や避難訓練等の防災対策を行い、災害発生時に事業

者が児童の安全を守るため適切な対応が取れる体制とします。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,2-5,4-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,4-1 ２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,2-5 ３ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

生活困窮・貧困対策 

【福祉課】 

・災害時においても、要支援者の相談に迅速に対応することができるよう、平常時から関係機

関等の連絡を密にし、支援に支障が生じない体制を整えていきます。 

【子育て家庭支援課】 

・災害・緊急時にも虐待を受けている子どもや貧困家庭の子どもを支援できるよう、子どもの

居場所において物資の備蓄等体制を整備します。 

・「小山市子どもの貧困撲滅５か年計画」の推進について随時確認するとともに、庁内はもとよ

り関係機関と連携し様々な課題について対策を講じていきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

高齢者サポートセンタ

ー＊運営事業 

高齢者サポートセンタ

ー＊を知っている人の

割合 

57.1％  87.5％ 
高齢 

生きがい課 

特別養護老人ホーム＊

等の施設整備事業 
入所待機者数 46人  ０人 

高齢 

生きがい課 

認知症＊施策の推進 

認知症＊に関する相談

窓口を知っている人の

割合 

26.2％  57.1％ 
高齢 

生きがい課 

子どもの貧困撲滅対策

事業 

計画の実施により目標

値を達成した指標数

（全 44 指標） 

10  35 
子育て 

家庭支援課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,4-1,8-3 ４ 
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（３）教 育 

文化スポーツ施設整備 

【文化振興課】 

・文化センターについては、耐震補強を含む大規模改修、あるいは、民間活力の導入による建

て替えとするか等を総合的に鑑み、効果的方向を検討していきます。 

【生涯スポーツ課】 

・市立体育館建設については、令和４（2022）年の国体開催に向けてＰＦＩ（民間資金等活用）

手法により整備を進め、令和３（2021）年７月供用開始し、市のスポーツ拠点施設として、

市民の生涯スポーツを推進していきます。 

 

文化財保護等 

【文化振興課】 

・文化財施設においては、その保全と災害時対応について総合的な対応を進めます。 

・琵琶塚・摩利支天塚古墳＊、寺野東遺跡＊、祇園城跡＊及び小山御殿広場については、危険個

所の把握・改修、被災状況の確認、被災時の来園者の安全確保、被災後の復旧計画について

検討していきます。 

・今後、指定文化財に係る具体的災害時課題を更に洗い出し、より具体的にその対応策を検討

していきます。 

【文化振興課（博物館）】 

・災害時における貴重な文化財・資料の保護・保全のために必要な各施設の改修や収蔵スペー

スの確保等を検討していきます。 

 

学校教育・施設等整備 

【教育総務課】 

・学校施設は児童生徒等が多くの時間を過ごす活動の場であり、災害時には避難所としての役

割も果たすことから、新築又は改築する施設については十分な安全性の確保に努めます。 

・校舎内のトイレ洋式化工事が終了後、災害時の避難所として利用する体育館トイレを順次洋

式化整備をしていきます。 

・各学校施設の効率的な維持管理を推進するため、令和２（2020）年３月に「小山市学校施設

長寿命化計画」を策定しました。今後は計画に基づいて改修等を進めることで、安全・安心

な学校施設づくりに努めます。 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-4,8-3 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-4,4-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.8-3 ２ 
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児童生徒の安全対策 

【市民生活安心課】 

・大規模災害が発生した際の連絡手段が断たれることが懸念されるため、交通指導員連絡協議

会と市が連携して、小学生等の登下校時等に対する非常時の対応策を策定します。 

【教育総務課・学校教育課】 

・児童生徒の防災意識を高めるために防災教育の充実を図るとともに、教職員への対応につい

ても、関係機関と連携し、万全の対策を講じていきます。 

・児童生徒がいざという時に自分で自分を守る意識を高め、自ら的確な対応ができるよう具体

的な指導を重ねていきます。 

【教育総務課】 

・各学校から要望のあった通学路の危険箇所については、「通学路改善対策一覧」として取りま

とめ、学校や地域関係者等に公表し、児童生徒が安全に通学できるよう通学路の安全確保を

図っていきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

屋内市立体育施設整備 施設数 ２箇所  ３箇所 
生涯 

スポーツ課 

学校適正配置＊等及び

小中一貫校推進事業 

学校適正配置＊推進等

により縮減した施設延

床面積 

０㎡  4,898㎡ 教育総務課 

豊田中学区小中一貫校

推進事業 
学校施設数 

２校 

※豊田南小学校・

豊田北小学校 

 

１校 

※小中一貫校とな

る新設小学校 

教育総務課 

国史跡琵琶塚・摩利支

天塚古墳＊整備事業 

摩利支天塚・琵琶塚古

墳＊資料館来館者数（累

計） 

21,292人  70,000人 文化振興課 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,4-1 ４ 
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（１）産 業 

工業・企業誘致 

【工業振興課】 

・首都機能に甚大な被害を生じる災害が発生した場合でも事業継続が担保されるよう、東京圏＊

企業の工場や事業所、本社機能等の移転促進に向けた取組を実施していきます。 

・各事業所において、災害時における事業活動の継続に必要な非常用電源の確保や事業継続計

画（ＢＣＰ）策定を促進します。 

 

商業・観光振興 

【商業観光課】 

・突発的な自然災害等に備え、多数に及ぶイベント等での来場者の避難経路確保と、速やかな

避難誘導体制の更なる整備を図っていきます。 

【自然共生課・治水対策課】 

・渡良瀬遊水地周辺の振興については、地域を水害等から守るため治水機能を最優先とした第

２調節池のエコミュージアム＊化を推進していきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

新規工業団地開発推進

事業 
新規雇用者数（累計） 52人  400 人 工業振興課 

 

Ｄ．産業・農業・エネルギー 

主に対応するリスクシナリオ NO.5-1,5-2,7-2 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.5-1 ２ 
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（２）農 業 

農業生産基盤等の災害対応力の強化 

【農村整備課】 

・災害発生後にいち早く復旧復興に資するため、老朽化した農業用排水施設の整備や、農地の

大区画等を行うほ場整備等の農業農村整備事業の推進や、地域ぐるみの共同活動による農業

用用排水施設の保全管理を推進します。 

・また、田園地帯における治水対策のひとつとして田んぼダム＊の取組を進めるとともに、豊穂

川、杣井木川流域排水強化対策の一環として推進します。 

【農政課】 

・災害時には特に発生が懸念される家畜伝染病対策として、隣接市町と定期的に意見交換・情

報交換を実施し、迅速な拡大防止に努めます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

経営体育成基盤整備事

業 

経営体育成基盤整備事

業の整備面積 
393.9ha  477.5ha 農村整備課 

栃木南部地区国営土地

改良事業 

栃木南部地区国営土地

改良事業の事業進捗率 
49.9％  100％ 農村整備課 

排水機場の整備箇所数 １箇所  ２箇所 農村整備課 

農道整備事業 
基盤整備による道路の

整備距離 
30.03㎞  32.60㎞ 農村整備課 

多面的機能支払交付金

事業 

市内全体の農振農用地

面積に対して、多面的

機能の維持・発揮に取

り組む組織の活動対象

農用地面積の割合の増

加 

84.3％  90.0％ 農村整備課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-2,5-3,7-3 １ 
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（３）エネルギー 

エネルギーの安定供給 

【環境課】 

・ライフライン＊の確保に資するエネルギーの自給自足に向けて、蓄電池やコージェネレーショ

ン機器等の有効利用の浸透を図ります。 

 

ライフライン＊の災害対応力の強化 

【危機管理課・上下水道総務課・上下水道施設課】 

・災害発生時のライフライン＊の損傷は、発生時の住民等の生活に大きな影響を及ぼすため、そ

の機能を維持・確保や早期復旧を図るため、関係機関と連携しながら災害に対する対応力を

強化していきます。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.6-1 １ 

２ 主に対応するリスクシナリオ NO.4-1,6-1 
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（１）情報通信 

市民等への情報発信 

【シティプロモーション課】 

・災害情報の提供については、コミュニティＦＭ＊「おーラジ」・行政テレビ＊を活用して、必

要とする情報を適切に提供していきます。 

・ＳＮＳ＊（フェイスブック＊等）での情報発信については、市ホームページと同じ内容とします。 

【市民生活安心課】 

・災害時には地域毎に個別に避難・誘導情報等を発信し、情報過多による混乱の発生を抑制す

る体制作りに努めます。 

【国際政策課】 

・外国人居住者等への災害情報提供のため、やさしい日本語や外国語による数多くの伝達手段

の確保に努めます。 

 

災害情報の伝達 

【危機管理課】 

・住民に直接・同時に防災情報を伝える「同報系＊防災行政無線」の子局増設計画の策定や防災

ラジオの普及啓発等に取り組みます。 

・災害情報連絡網・連絡体制の整備を行い、伝達時間の短縮を図ります。 

【シティプロモーション課・危機管理課】 

・大規模災害情報の提供については、コミュニティＦＭ＊「おーラジ」・行政テレビ＊を活用し

て、必要とする情報を適切に提供していきます。 

 

電源の確保 

【危機管理課】 

・災害発生後の迅速かつ的確な情報収集・伝達及び関係機関相互の情報共有等を図るため、安

定的電源確保に資する取組を進めます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

外国人への情報提供の

充実 

外国人相談員の増員 ３人  ５人 国際政策課 

相談人数の増加 2,700人／年  3,000人／年 国際政策課 

Ｅ．情報通信・交通・物流 

１ 

２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.4-1 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-4,4-1,8-3 

主に対応するリスクシナリオ NO.4-1,8-3 
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（２）交通・物流 

緊急輸送体制の整備 

【道路課・都市計画課】 

・緊急搬送の根幹となる主要幹線道路の整備については、国、県との連携を密にして進めてい

きます。 

・都市の骨格となる都市計画道路や隣接市町との連携強化の都市間連絡道路など、非常時の緊

急輸送のためにも重要となる主要な幹線道路の検討・整備を進めます。 

・県道の整備促進については、隣接市町間との整備促進協議会及び地元自治会等で組織されて

いる整備促進期成同盟会とも連携し、積極的に県へ要望していきます。また、各市町間の道

路整備促進については、協議を定期的に行い、更に連携した整備が行われるようにしていき

ます。 

 

道路の防災・減災対策及び耐震化 

 

【道路課】 

・重要な路線を選定し、計画的に長寿命化を推進するとともに、橋梁の耐震化を推進します。 

・既存排水施設の改良を推進し、浸水被害の解消を図ります。 

 

復旧・復興等を担う人材の確保 

【治水対策課】 

・災害後の道路等の復旧・復興を速やかに進められるよう、小山建設業協同組合等との連携を

推進し、相互の復旧・復興体制の構築に努めます。 

 

自転車活用の推進 

【道路課・都市計画課】 

・自転車を災害時の代替交通機関としての利用を検討するとともに、自転車利用者の交通ネッ

トワーク＊を強化するため、県と協議を進め、自転車ルート等の整備を推進します。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,5-2,6-4 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.8-2 
 

３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.6-4 ４ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,5-2,6-4,8-2 

２ 
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地域交通環境の整備 

【都市計画課】 

・高齢者人口が増加する中で、コミュニティバス＊等による公共交通の充実を図り、交通弱者に

配慮した地域交通環境の整備を進めます。 

 

地域交通拠点の整備 

【都市計画課】 

・地域における公共交通ネットワーク＊の強化のために、鉄道新駅や市域隅々までサービスでき

るコミュニティバス＊ルート、停留所、デマンドバス＊等の整備を検討していきます。 

【市民生活安心課】 

・災害時には自転車の利用増加が想定されることから、駅東公共駐輪場の自由通路付近の混雑

を緩和させるため、ＪＲ水戸線沿いの駐輪場の利用促進策を検討するとともに、一時利用者

用ラックの増設を図ります。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

都市計画道路３・４・
101 城東線道路改良事
業 

利便性の向上や安全で
快適な歩行者空間整備
の事業進捗率 

55.0％  100％ 道路課 

小山外環状線道路整備
推進事業 

環状線の整備率 
（整備延長／総延長） 

30.0％  40.0％ 都市計画課 

国道 50 号の混雑度［全
国道路・街路交通情勢
調査］（実測交通量／設
計交通量） 

1.2  1.0未満 都市計画課 

コミュニティバス＊事
業 

コミュニティバス＊の
利用者数［計画 14 路
線 ５エリア］（１日の
利用者数） 

2,049人 

（R1） 
 2,700人 都市計画課 

コミュニティバス＊の
収支率［路線バス＊計画
14 路線］（運行収入／運
行経費） 

41.0％ 

（R1） 
 45.0％ 都市計画課 

デマンドバス＊、互助輸
送＊年間利用者数（１年
間の利用者数） 

10,437人 

（R1） 
 12,000人 都市計画課 

交通バリアフリー＊化
推進事業 

歩行者の誰もが安心し
て円滑に移動できる市
道（特定道路）の整備
延長 

4.1km 

（R1） 
 5.0km 都市計画課 

主に対応するリスクシナリオ NO.5-2,6-4 ５ 

主に対応するリスクシナリオ NO.6-4 ６ 
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（１）国土保全 

総合的な治水対策 

【治水対策課】 

・近年は局地的な想定以上の豪雨が頻発していることから、河川掘削や浚渫（しゅんせつ）、堤

防の強化について国・県に積極的に働きかけていきます。 

・豊穂川の排水強化対策については、交付金を活用して早期整備を目指します。杣井木川の排

水強化対策は、県事業とともに市事業を進めていきます。 

【農村整備課】 

・国営かんがい排水事業「栃木南部地区」により、思川西部の農地の湛水被害の軽減を図りま

す。 

・豊穂川、杣井木川流域における排水強化対策のひとつとして、田んぼダム＊の取組を推進しま

す。 

【上下水道施設課】 

・小山市排水強化対策に基づき、社会資本整備総合交付金を活用し、雨水ポンプ場、調整池、

管渠（かんきょ）の段階的な整備を行います。 

【危機管理課】 

・河川氾濫等の発生可能性について、常に的確な状況把握に努め、訓練などを通じて検証を行

い、非常時の対応力を強化していきます。 

【治水対策課・道路課】 

・洪水ハザードマップ＊、土砂災害ハザードマップ＊等の有効活用を推進します。 

Ｆ．国土保全・環境 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-2,7-1 １ 
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河川・土砂災害対策 

【農村整備課】 

・国のため池100選でもある大沼について、施設管理者と連携し、維持管理体制の強化を図り、

二次災害の発生を防止します。 

【農政課】 

・平地林は、一定の保水機能を有するとともに、土砂崩れの防止にも貢献するものであり、適

切な管理による健全な平地林の維持に努めます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

豊穂川流域排水強化対

策事業 

流域の床上浸水被害戸

数（計画対象降雨時） 
223戸  ０戸 治水対策課 

杣井木川流域排水強化

対策事業 

流域の床上浸水被害戸

数（計画対象降雨時） 
28戸  ０戸 治水対策課 

小山市防災広場（防災

ヤード）＊整備事業 

国及び県事業の整備事

業 
０箇所  ２箇所 治水対策課 

栃木南部地区国営土地

改良事業 

栃木南部地区国営土地

改良事業の進捗率 
49.9％  100％ 農村整備課 

公共下水道＊事業 大行

寺排水区（雨水）整備

事業 

市街化区域＊の浸水面積 

（計画対象降雨時） 
14ha  ０ha 

上下水道施設

課 

小山水処理センター 

施設改築事業 

事業進捗率 

（実績事業費／計画事

業費） 

57.5％  100％ 
上下水道施設

課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-3,7-1,7-3 ２ 
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（２）環 境 

災害廃棄物処理体制の整備 

【環境課】 

・災害発生時には災害廃棄物が大量に発生することから、災害廃棄物処理計画に基づき、平常

時から処理体制の整備を進めます。 

 

下水処理施設の整備 

【環境課】 

・災害時における感染症等予防のため、公共下水道＊等の整備区域外において浄化槽＊の普及を

推進します。 

【上下水道施設課】 

・農業集落排水＊汚水処理施設等の機能を保全するため、予防保全＊型の施設管理や長寿命化、

施設の統廃合を図るために策定した最適整備構想に基づいた適切な改築、改修、補修等を行

い、被害を受けた場合の早期復旧に努めます。 

 

環境保全対策 

【環境課】 

・災害時には有害化学物質が保管する企業等から流出することが懸念されることから、企業等

への指導とともに、市民への環境リスクにかかる啓発を行います。 

 

感染症予防対策 

【健康増進課・環境課】 

・避難場所、被災地区での感染症や食中毒の発生や蔓延防止のため、平常時から感染症等の予

防とともに対応体制を充実させていきます。 

主に対応するリスクシナリオ NO.7-2,8-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-5,6-3 ２ 

主に対応するリスクシナリオ NO.7-2,8-1 ３ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-5,6-3 ４ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

 

 

（１）地域防災 

地域防災力の向上 

【危機管理課】 

・災害に対応するため、自主防災＊会の設立を促進するとともに、防災リーダー研修会や防災士＊

養成講座を通して自主防災＊リーダーの育成に努め、避難所の運営について、自主防災＊会と

連携し、地域で自主運営できるようになることを目指します。 

・また、既に設立された自主防災＊会には、各地域独自の取組（初期対応の強化、自主防災＊会

同士の連携）を情報提供していきます。 

・地区単位で市民自ら防災対応にあたるための自主防災＊組織の拡充に努めるとともに、地域の

実情を取り入れた災害時に行動を行える体制・システムづくりを進めます。 

【市民生活安心課】 

・災害時に地域コミュニティ＊としても充分に機能するため、平成26（2014）年度に締結した、

小山市自治会連合会、栃木県宅地建物取引業協会県南支部、本市の３者による自治会への加

入促進に関する協定に基づき、今後も更なる自治会加入促進のＰＲを図ります。 

・何より、住民の自主性・主体性を尊重しながら、世代間交流の活性化やコミュニティ＊の組織

づくり・体制づくりに努めます。 

Ｇ．地域防災 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,1-3,1-4,8-3 １ 
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防災意識の高揚、防災教育の実施 

 

【生涯学習課】 

・おやままちづくり出前講座＊について、広報おやま、パンフレット、市ホームページ等で周知

し、開催回数及び受講者の増加を図ります。 

・特に、防災に関する13の講座があることから、これらを積極的に活用させることで防災意識

の高揚を図っていきます。 

【危機管理課】 

・防災ガイドブックは、災害時の行動や日頃の備え、災害後の対処法などを、「いつでも・どこ

でも・誰でも」を基本に示し、家族や学校、職場などで話し合う際の手引きとなるものを作

成し周知していきます。 

【予防課】 

・事業所や地域の防火意識を高めていくとともに、火災予防の重要性を周知し、出火防止を図

ります。 

【教育総務課・学校教育課】 

・児童生徒がいざという時に、自ら危機回避ができる能力を高められるよう、今後も防災教育

の充実に努めていきます。 

・児童生徒一人ひとりが、様々な危機について学び、災害について正しい理解を深めるととも

に、危機意識を高めていけるよう努めていきます。 

【治水対策課】 

・より効果的な避難行動に直結するよう、市民が活用しやすい「小山市洪水ハザードマップ＊」

を改訂・配布し、市ホームページの「おやまわが街ガイドブック」を活用して、市民の防災

意識の高揚に努めていきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

自主防災＊会の設立・拡

大強化 

自主防災＊会設立拡大

（世帯数における自主

防災＊会カバー率） 

60.2％  65.0％ 危機管理課 

自主防災＊リーダー養

成事業 

防災リーダー研修会及

び防災士＊養成講座を

通した地域の防災リー

ダーの育成（防災リー

ダー数） 

845人  1,100人 危機管理課 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.1-1,1-2,1-3,1-4,4-1 

２ 
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 施策分野ごとの推進方針 

 

 
 

（２）地域防犯 

防犯体制の充実強化 

【市民生活安心課】 

・日常の犯罪抑止並びに災害時に安全な避難ができるよう、ソーラー型防犯灯等の設置検討を

進めるとともに、地域を住民自ら守るという意識のもと全地区において自主防犯＊パトロール

団体等の拡充を図ります。 

・また、警察、防犯協会＊と連携しつつ、緊急的な防犯・災害時の対応について研修会等様々な

機会を通じて周知していきます。 

 

 

（３）地域福祉 

高齢者等生活支援＊ 

【高齢生きがい課】 

・平常時から災害発生時の情報伝達ルート、また避難行動等についてボランティア＊との共通認

識のもと様々な機会を通じて高齢者自身の意識・理解を高めていきます。 

【福祉課】 

・災害時における高齢者対策の一環として、民生委員の意識高揚を図りつつ、友愛訪問、相談

及び関係機関への連絡調整・支援を充実していきます。 

 

避難行動要配慮者対策 

【福祉課】 

・災害時に迅速に対応できるよう、関係各課や関係団体の役割・連携協力等について再確認し

つつ、「小山市災害時要配慮者対応マニュアル」を改訂します。 

【社会福祉協議会】 

・関係団体・機関と定期的な情報交換を行い、災害時の連携体制づくりに努めます。また、災

害をテーマとした研修会等を開催し、災害弱者に対する理解を深め、地域で助け合う意識づ

くりを推進します。 

 

主に対応するリスクシナリオ NO.4-1,8-3 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,4-1,8-3 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.2-1,2-3,4-1,8-3 ２ 
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（４）地域活動 

市民活動・ボランティア＊活動体制の強化 

【社会福祉協議会】 

・災害ボランティアセンター＊の活動の研究や設置・運営訓練を実施し、災害に備えるとともに、

非常時に必要な福祉サービスが欠けることなく適切に提供できるよう努めます。 

【市民生活安心課】 

・小山市市民活動センター＊（まちなか交流センター「おやまーる」内）において、市民の市民

活動やボランティア＊活動への参加の理解と啓発を図るとともに、災害ボランティア＊講座等

によるボランティア＊活動への支援を強化します。 

【国際政策課】 

・国際交流協会等を通して、通訳・翻訳ボランティア＊の人材発掘に努め、災害対応力を強化し

ます。 

 

多文化共生・国際交流 

【国際政策課】 

・災害時における外国人対応の一環として、緊急時における国際交流協会の役割意識を高めつ

つ、様々な交流事業を通じ外国人と危機意識を共有していきます。 

 

■ 重要業績指標（ＫＰＩ） 

事 業 名 成果指標 現状値［R2］  目標値［R7] 担当課 

生活支援＊体制整備事

業 

見守り・支えあいに取

り組んでいる自治会の

割合 

23.3％  100％ 
高齢 

生きがい課 

避難行動要支援者＊の

登録 

避難行動要支援同意者

名簿への登録者数 
1,828人  2,500人 福祉課 

ボランティアコーディ

ネート＊事業 

ボランティア＊の連携

の推進（コーディネー

ト＊件数） 

265件  300件 
市民生活 

安心課 

国際交流・国際協力へ

の市民参加促進 

国際交流事業に参加して

いる市民の数 
2,500人  3,000人 国際政策課 

 

 

 

 

※ 本計画は令和３（2021）年３月に策定されたものですが、本市の行政組織の名称については令和３

（2021）年４月１日付けで実施する組織改編後の名称で表示しております。

主に対応するリスクシナリオ NO.4-1 １ 

主に対応するリスクシナリオ NO.4-1,8-3 ２ 


